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2．第 2次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ　2－ 1調査・協議項目

2．第 2次短期調査帰国報告会資料／ミニッツ

2－ 1　調査・協議項目

2－ 1－ 1　プロジェクト戦略

（1）プロジェクト戦略

（2）プロジェクト実施体制

1） C/P機関（NAFED、IETC、RETPC）の能力、プロジェクトにおける役割、機関相互の関

係

2） 予算措置

3） C/P

（3）協力体制

2－ 1－ 2　プロジェクトの基本計画

（1）上位目標

（2）プロジェクト目標

（3）成果と活動

（4）投　入

1） 日本側投入

a） 専門家

b） 研修員受入れ

c） 機材供与

2） インドネシア側投入

a） 要員配置

b） プロジェクト予算

c） 土地、建物、施設

（5）外部条件の分析と外部要因リスク

（6）事前の義務及び必要条件

2－ 1－ 3　計画管理諸表

（1）活動計画（PO）

（2）暫定実施計画（TSI）

（3）技術協力計画（TCP）

2－ 1－ 4　プロジェクトの総合的実施妥当性

（1）効　果

a） 政策的インパクト
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2－ 2　調査団員構成

b） 制度的インパクト

c） 社会的インパクト

① 裨益集団の特徴

② 裨益集団の規模

③ 便益の内容

d） 技術的インパクト

① 技術移転対象者の数

② 技術移転の内容

e） 経済的インパクト

（2）目標達成見込み

（3）効率性

（4）妥当性

（5）自立発展性

2－ 2　調査団員構成

氏　名 分　野 所　属

高間　英俊 団長・ 総 括
国際協力事業団 鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課 課長

深津　猛夫 技術移転計画
財団法人太平洋人材交流センター

国際交流 2部 プロジェクト担当部長

朝倉　俊雄 貿 易 情 報
日本貿易振興会

神戸貿易情報センター 所長

徳村　朝昭 遠隔研修技術
財団法人日本国際協力センター

沖縄支所 教育メディア技術インストラクター

岡山　明日香 協 力 企 画
国際協力事業団 鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課 職員

持田　智男 計 画 分 析
オーバーシーズ・プロジェクト・マネージメント・コ

ンサルタンツ（株） 開発部長
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2－ 3　調査日程
日順 月日 曜日 日程
1 10月29日 月

2 10月30日 火

3 10月31日 水

4 11月1日 木

5 11月2日 金

6 11月3日 土
7 11月4日 日

8 11月5日 月

9 11月6日 火

10 11月7日 水

11 11月8日 木

12 11月9日 金

13 11月10日 土

14 11月11日 日

15 11月12日 月

16 11月13日 火

17 11月14日 水

18 11月15日 木

19 11月16日 金

20 11月17日 土

2－ 3　調査日程

計画分析

情報収集、プロジェクト
ドキュメント改訂
情報収集、プロジェクト
ドキュメント改訂
プロジェクトドキュメン
ト説明
23:30 ジャカルタ発（JL726）
8:35 成田着

技術移転計画
21:20 ジャカルタ発（JL714）
6:00 大阪着

協力企画
23:30 ジャカルタ発（JL726）
8:35 成田着

遠隔研修技術
18:00 スラバヤ発（GA323）
19:20 ジャカルタ着
21:20 ジャカルタ発（JL714）
6:00 大阪着
9:25 大阪発（NH491）
11:35 沖縄着

団内打合せ、調査結果整理
東ジャワ州政府との協議（MOUの内容確認、工事内容、機材レイアウト案）

東ジャワ州政府との協議（活動計画、短期専門家派遣要望）
18:00 スラバヤ発（GA323）
19:20 ジャカルタ着

甲村専門家、技術移転計画、協力企画、計
画分析
団内打合せ、調査結果整理
10:00 ジャカルタ発（GA306）
11:20 スラバヤ着

団長、貿易情報
23:30 ジャカルタ発（JL726）
8:35 成田着

9:00 NAFED、IETCとの協議（プロジェクトのフレームワーク、協
力内容、基本計画、PDM）

16:00 JICA事務所打合せ
17:00 大使館表敬
9:00 NAFED、IETCとの協議（地方とのMOUの内容、プロジェクト

実施体制）
13:00 NAFED、IETCとの協議（投入計画、機材計画、TSI）

団長、技術移転計画、貿易情報、協力企画、計画分析
9:00 NAFED、IETCとの協議（プロジェクトドキュメント、TCP）
10:00 関連政府機関、KADIN、組合などとの会議
13:30 NAFED、IETCとの協議（プロジェクトドキュメント、TCP）（つ

づき）
AM ミニッツ案作成
13:00 NAFED、IETCとの協議（ミニッツ案）

9:30 ミニッツ署名
11:00　MOIT計画局報告
13:30　BAPPENAS報告
14:30　EKUIN報告
15:00　JICA事務所報告

遠隔研修技術

8:50 沖縄発（NU182）
10:35 大阪着
12:10 大阪発（JL713）
19:45 ジャカルタ着
NAFED/CEITの機材調査

IETCの機材調査

遠隔研修技術、杉山専門家
機材、回線事情の調査

機材、回線事情の調査
17:00 ジャカルタ発（GA320）
18:20 スラバヤ着
スラバヤにおける回線事情、地方
センターサイトの必要工事内容、
機材レイアウト案検討

調査結果取りまとめ

調査結果取りまとめ

技術移転計画、貿易情報、協力企画、計画
分析
団内打合せ、調査結果整理

団長

10:55 成田発（JL725）
16:05 ジャカルタ着

計画分析
10:55 成田発（JL725）
16:05 ジャカルタ着
現地コンサルタントとの打合せ
（ニーズ調査結果分析）
現地コンサルタントとの打合せ
（ニーズ調査結果分析）

技術移転計画
12:10 大阪発（JL713）
19:45 ジャカルタ着

貿易情報、協力企画
10:55 成田発（JL725）
16:05 ジャカルタ着
9:30 貿易セクター人材育成計画の専門家、JICA事務所との打合せ
13:30 NAFED（CEIT）の業務の現状調査
10:00 JETRO事務所訪問（情報収集）
13:30 NAFED（CEIT）の業務の現状調査
団内打合せ、調査結果整理
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2－ 4　主要面談者

2－ 4　主要面談者

〈インドネシア側〉

（1）経済調整担当大臣府（EKUIN）

Dr. Ir. Dipo Alam Deputy Minister for Industry, Trade and Empowerment of

SME

Mr. Sulistyo Assistant Deputy Minister for Industry Facilities and

Promoting Export

Mr. Abdul Salam Assistant Deputy Minister for Non Agricultural Industry,

Tourism and Services

（2）国家開発企画庁（BAPPENAS）

Mr. Adhi Putra Alfian Deputy Director for Trade Development, Directorate of

Industry, Trade and Tourism

Mr. Noor Arifin Muhammad Head of Section for Trade Institution Development

（3）商工省（MOIT）

Drs. Mardjoko Siswanto Head of Foreign Aid Division, Bureau of Planning

（4）輸出振興庁（NAFED）

Mr. Gusmardi Bustami Chairman

Mr. Fauzi Aziz Secretary

Ms. Nus Nuzulia Ishak Director, Center for Export Information and Training（CEIT）

Mr. Sjahril Sjafri Head of Information Services and Export Training Division,

CEIT

Mr. Edison Hutabarat Head of Information Network and Database Div., CEIT

Mr. Gunawan Sanusi Head of Collecting and Processing Data Div., CEIT

Mr. Ari Satria Head of Cooperation Sub-division, Secretariat of NAFED

Mr. Sjahril Nazar Head of Database Sub-division, CEIT

Mr. Sahala Aritonang Head of Administration Sub-division, CEIT

Ms. Dwi Rahayu Head of Collecting Data Sub-division, CEIT

Ms. Sri Maryuni Head of Information Services Sub-division, CEIT

Mr. Bambang Purnomo Staff in CEIT

（5）貿易研修センター（IETC）

Ms. Ratna Djuwita Director

Mr. Maulani Head of Cooperation and Promotion Section

Ms. Utari Kurnianingsih Export Marketing Training
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Drs. Wawan Sudarmawan Instructor

Ms. Susijanti Consultation Coordinator

Mr. Ariful Fuadhi Instructor

（6）東ジャワ州（スラバヤ）

Mr. Fachrul A. R. Head of Industry and Trade Office（Dinas）

Mr. Ir. Cipto Budiono Vice Head, Industry and Trade Office（Dinas）

Drs. Dhidhi Teguh Wiyono Head, Toreign Trade Division, Industry and Trade Office

（Dinas）

Ms. Liri L. Idham Chief Promotion & Foreign Cooperation Section, Foreign

Trade Division, Industry and Trade Office（Dinas）

〈日本側〉

（1）在インドネシア日本大使館

福岡　徹 一等書記官

（2）JETROジャカルタセンター

加藤　裕之 所　長

寺西　武英 次　長

中村　芳生 次　長

佃　壮夫 シニアディレクター

（3）インドネシア貿易セクター人材育成計画

甲村　昌二 長期専門家（国際貿易）

杉山　茂樹 短期専門家（貿易研修計画）

（4）JICA個別専門家

永江　勉 工業開発振興アドバイザー

（5）JICAインドネシア事務所

神田　道男 所　長

安藤　寿郎 企画調査員
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2－ 5　調査・協議結果

2－ 5　調査・協議結果

2－ 5－ 1　プロジェクト名

「Project for Establishment and Capacity Building of Regional Export Training and Promotion Centers」

2－ 5－ 2　プロジェクト実施体制

（1）C/P機関

C/P機関は、NAFED、IETC、及び地方 4か所（スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャ

ルマシン）に設立される「貿易研修・振興センター（RETPC）」とする。

NAFEDからは、本プロジェクトの下でNAFEDの貿易振興機能全体を強化するための協

力を得たい旨の要望があった。これに対して調査団からは、プロジェクトの目的はRETPC

を通じて地方の中小企業の輸出支援のために貿易研修及び情報・振興サービスを提供する

ことである点を説明し、NAFEDへの協力はプロジェクトの目的達成のために必要な範囲に

限ることとした。具体的には、NAFEDの貿易情報・研修センター（CEIT）が担当している

貿易情報提供サービス及び貿易振興サービスの一部を、IETCの貿易研修サービスと併せて

地方に展開していくうえで必要な協力を行うこととした。

貿易情報提供サービスに関して、NAFEDからは情報収集、分析・加工、発信の一連のサ

イクル全般にわたっての支援の要請がなされた。しかし調査中に訪問した JETROジャカル

タ事務所からの情報によれば、既にある程度の貿易関連情報はNAFEDの CEIT以外の部局

（海外市場開発センター）に蓄積されていると思われる。また近年はインターネット上で海

外の市場情報を含む様々な情報が公開されている。このため、プロジェクトの活動とは別

にNAFED内で情報共有のためのタスクフォースを作って情報の死蔵を防ぐこと、及びイン

ターネット上で公開されているものも含めた既存の情報の活用を調査団から提案し、イン

ドネシア側の理解を得た。

（2）ジャカルタと地方との関係

ジャカルタにおいては、NAFED（CEIT）と IETCが合同で「プロジェクトチーム」を結成し、

ここに両機関からC/Pを配置する。「プロジェクトチーム」は IETC内に設置され、NAFED

（CEIT）からは数名がC/Pとして「プロジェクトチーム」に物理的に移動する。「プロジェク

トチーム」の構成は以下のとおり計画されている。

・プロジェクトディレクター：NAFED長官

・副プロジェクトディレクター：NAFED次官

・プロジェクトマネージャー：CEIT局長

・副プロジェクトマネージャー：IETC所長

・C/P：NAFEDより 8名、IETCより 19名
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・事務スタッフ：IETCより 3名

プロジェクト実施にあたっては、NAFED長官と各州知事が、「プロジェクトチーム」と

RETPCの責任分担を記載した覚書（MOU）に署名する。各RETPCには、「プロジェクトチー

ム」から RETPCの所長を含む 3名のマネージャーが派遣される。これらマネージャーは

RETPCのマネージメント、地方スタッフの教育・訓練、「プロジェクトチーム」との連絡調

整などを行う計画となっている。

（3）関係機関との協力

ジャカルタでは合同調整委員会（JCC）を、地方ではアドバイザリーコミッティーを設け、

ここでそれぞれの関係政府機関及び民間（商工会議所、組合など）からのプロジェクトに対

する助言を得ることとする。

2－ 5－ 3　プロジェクト基本計画（マスタープラン）

（1）上位目標

「RETPCを設立した地方における中小企業の輸出を振興する」

（2）プロジェクト目標

「（スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャルマシンの）RETPCが各地方の中小企業に

対して貿易研修、貿易情報、及び貿易振興サービスを提供する」

（3）成果

成果 1：「RETPCが「プロジェクトチーム」と連携して貿易研修、情報、振興サービスを

各地方において実施するための体制が確立される」

成果 2：「RETPCの C/Pが貿易研修の運営管理手法を習得する」

成果 3：「RETPCと「プロジェクトチーム」のC/Pが、遠隔研修技術を含めた貿易研修の

ための IT活用技術を習得する」

成果 4：「RETPCと「プロジェクトチーム」のC/Pが、貿易情報、振興サービスのための

IT活用技術を習得する」

成果 5：「RETPCの C/Pが貿易情報、振興サービス（常設展示、図書館運営、オフライン

情報の発信）の運営管理手法を習得する」

成果 6：「「プロジェクトチーム」のC/Pが RETPCを他の地方にも設立・運営していくた

めのノウハウを身につける」

2－ 5－ 4　プロジェクトにおける日本側の協力内容

（1）貿易研修

貿易研修については、研修コースの計画・立案、実施、評価の一連のサイクルに係るノ
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ウハウを、IETCが主体となって地方センターに技術移転する。

インドネシア側からは、RETPCとの間でテレビ会議システムを利用した遠隔研修を行う

ために必要な機材の供与及び技術指導に対する支援要請があった。しかし通信費が高額

（500km以上は 1時間当たり 32万 7,600ルピア）であり、計画されているとおり年間 20回以

上の遠隔研修コースを実施した場合、通信費が相当の金額となるため、インドネシア側の

継続的な経費負担能力が懸念される。このため、協力 1年目はとりあえず機材をレンタル

してジャカルタ－スラバヤ間で試行し、その結果を見て機材を供与するかどうかを決める

こととした。

また、上記と併せて研修教材のデジタル化を進め、これをCD-ROMなどの形で地方に配

布して研修レベルの均一化を図るとともに、将来的なウェブベースドトレーニング（WBT）

の実施に備えることとする。

（2）貿易情報提供及び貿易振興サービス

2000年に JICAが実施した開発調査「裾野産業フォローアップ調査フェーズ2（輸出振興）」

においても指摘されているとおり、輸出振興のために企業が強く求めているのはマーケッ

ト情報である。地方センターでは上記貿易研修に加え、マーケット情報の提供を中心に貿

易振興サービスも提供することとし、企業の実際的なニーズに応えることをめざす。具体

的には、以下の協力を実施する。

1） 企業がインターネットも含めた既存の情報ソースから必要な情報を得ることができ

るような環境をRETPC内に整備する。

2） NAFEDのホームページを拡充し、インターネット上での貿易情報、振興サービスを

強化する（ビジネスマッチング、バーチャル展示場など）。

3） 短期専門家派遣により、日本における貿易情報、振興サービスの事例を紹介する。

当該分野での協力について、NAFED（CEIT）からは商品分析及び市場分析に関する技術移

転が強く望まれた。しかし、NAFEDのスタッフが商品ごと、市場ごとの知識を身につけ、

企業のニーズに応えたサービスを実施できるように育成することは本プロジェクトの目的

に沿うものではなく、また相当の期間及び投入を要すると考えられることから、これらは

プロジェクトでは扱わないこととした。

なお、前回調査時に強い要望のあった地方における中小企業向けコンサルテーションに

ついては、本プロジェクトとは別にシニアボランティアの地方への派遣による対応を検討

している旨、言及した。

2－ 5－ 5　地方センター

本プロジェクトでは、設立地選定のために日本側が設定した 6つのクライテリア（センターの
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組織的安定性、財政的安定性、人材、建物・設備、センター設立に対するニーズ、ITインフラ）

に照らして妥当と判断された 4か所（スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャルマシン）に対

して協力を行う。ただし 4か所に対する協力は一律とはせず、各地のニーズや関係機関の関与

を考慮し、地方ごとに柔軟に対応することとする。

地方センターに対する協力は、インドネシア側（IETC）が主体となって行う形を基本とし、日

本側はこれを側面支援する。具体的には、パソコンなどの機材の供与、短期専門家による技術

指導、優秀な地方スタッフの本邦研修への受入れなどの協力を行う。

2－ 5－ 6　協力期間

協議の結果、協力期間は 4年とし、1年目にスラバヤ、2年目にメダン及びマカッサル、3年

目にバンジャルマシンへの協力を行うこととした。

2－ 5－ 7　日本側投入

（1）専門家

長期専門家としては、チーフ・アドバイザー及び業務調整員の 2名をジャカルタ駐在と

して派遣する。ただし必要に応じて、もう 1名の派遣を検討する。

短期専門家は以下の分野について派遣する。

1） ホームページ拡充指導

2） データベース拡充指導

3） 地方でのセミナー

4） 図書館運営管理

5） カタログ作成

6） 展示技術

7） 貿易振興のための出版物作成

8） その他

（2）C/P研修

地方センターのスタッフの育成は、ジャカルタでの集合研修及びNAFED/IETCから地方

に派遣されるマネージャーの指導により、基本的にインドネシア国内で行う。本邦研修は

必要性を十分検討し、フェーズ 1、フェーズ2で扱わなかった新規技術のうち、本邦でなけ

れば研修できない内容に限って実施する。地方センターからも優秀なスタッフについては

必要に応じて本邦研修に受け入れることとする。

（3）機　材

IETCには、本プロジェクトとは別に J-Netの遠隔研修機材が据え付けられる予定のため、
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本プロジェクトでもできる限り J-Netの機材を有効活用することとする。プロジェクトで

は、遠隔研修教材の作成やオンラインでの貿易情報、振興サービス提供に必要な必要最小

限の機材（サーバ、パソコンなど）を据え付ける。

RETPCには遠隔研修及び情報検索用機材としてパソコンを設置するとともに、必要な書

籍を供与し、研修機能と情報センター機能を満たすよう、配慮する。なお、インドネシア

側は、RETPCに据え付ける機材は協力期間中は中央政府所有とし、プロジェクト終了後に

地方政府に引き渡したいとしている。調査団からは、地方政府に引き渡す前に JICAインド

ネシア事務所長宛に書面で連絡するよう、申し入れた。

（4）シニアボランティア

前述のとおり地方センターを設置する各地域に派遣し、シニアボランティアの活動とプ

ロジェクトの活動の連携を検討する。

2－ 5－ 8　インドネシア側投入

（1）NAFED/IETC

1） C/P（地方センターへ派遣するスタッフも含む）

2） プロジェクト予算（地方への出張旅費を含む）

3） 貿易研修ノウハウ（シラバス、教材、マニュアル、PERTチャートなどを含む）

4） 地方センターの建物の改修費

（2）地方（州）政府

1） 地方センターの土地、建物、施設

2） 地方センターのスタッフ

3） 運営コスト（文房具など消耗品費、機材維持費、交通費、会議費、展示費、通信機材（電

話、FAX）費、通信費、電気・水道代、地方センタースタッフの人件費）

2－ 5－ 9　プロジェクトサイト

ジャカルタにおけるプロジェクトサイトは IETC内とする。NAFEDと IETCは現在別のビルに

入っているが、プロジェクト実施にあたっては、NAFED（CEIT）の C/Pが IETC内に移る計画と

なっている。
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・第1次短期調査時に、JICAでは
2000年度後半からプロジェクト計
画段階の事前評価制度を導入して
いること、同制度の下で「プロジェ
クトドキュメント」を日本側・イン
ドネシア側合同で作成する必要が
あることを説明した。

・NAFEDによれば、工業製品の輸出
額に占める小企業、中企業、大企
業の割合はそれぞれ、以下のとお
り。

・第2次現地調査団派遣の目
的を、以下のとおりインド
ネシア側に説明する。
（1）プロジェクト実施に
向け、インドネシア側と
プロジェクトのフレーム
ワーク、協力の範囲、活
動計画、投入計画などに
ついて協議する。

（2）協議結果及び調査団
派遣前及び派遣中に収集
した情報に基づき、プロ
ジェクトドキュメント
（案）を作成する。
（3）RETPCのために用意
された建物を調査し、機
材を据え付けるのに必要
な改修工事について助言
を行う。

・第2次短期調査では、第1次
短期調査の結果を踏まえ
て、プロジェクトの基本計
画をより詳細に協議すべ
く、事前に日本側でプロ
ジェクトドキュメント
（案）を作成する。
・加えて、以下の調査項目に
ついて追加の情報収集を行
い、更にインドネシア側と
の協議結果も踏まえて、出
発前に作成したプロジェク
トドキュメント（案）を現
地調査中に改訂し、インド
ネシア側に説明する。

・データ出典及び可能であれ
ばその仕向先について確認
する。

・左記のとおり説明した。

・左記のとおり、事前に作成し
たプロジェクトドキュメント
（案）を現地で改訂し、調査最
終日にインドネシア側に説明
した。プロジェクトドキュメ
ントに対するコメントは2001
年11月末までに送付するよう
にインドネシア側に依頼して
いる。

・データの出典は中小企業・協
同組合省とのことであったが、
引用された統計資料を確認す
ることができなかった。この
ため、本統計はプロジェクト
ドキュメントには使用しない
こととする。州別の製造業に
関する企業統計（大・中企業）
を入手していることから本統
計資料を代用する。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

調査・協議結果詳細

調査団派遣の目的

1. プロジェクトド
キュメント（案）

2. プロジェクト実施
の背景
（1）インドネシア
の社会経済情勢

企業規模 1999年 2000年
小 企 業 2.23％ 2.02％
中 企 業 10.73％ 11.30％
大 企 業 70.19％ 71.74％
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・データの出典は中小企業・協
同組合省とのことであったが、
引用された統計資料を確認す
ることができなかった。この
ため、本統計はプロジェクト
ドキュメントには使用しない。
州別の輸出統計は入手済みで
あり、本統計を代用する。

・ローカルコンサルタントの調
査最終結果を基に記載予定。

・ローカルコンサルタントの調
査最終結果を基に記載予定。

・ローカルコンサルタントの
調査結果を確認する。

・ローカルコンサルタントの
調査結果を確認する。

・中小企業うち、仕向先が国内市場
のみという企業が11万4,117社
（92.7％）、ほとんど国内市場のみ
という企業が4,726社（3.8％）、一部
輸出向けという企業が2,368社（1.9
％）、すべて輸出向けという企業が
1,470社（12％）あるとのこと（デー
タの出典については不明）。

・中小企業支援のため、2000年に2億
ドル、2001年に1億ドルの融資をイ
ンドネシア政府に供与している。
2001年の1億ドルでは、インドネシ
ア輸出銀行（BEI）を通した小規模
輸出者向けの輸出信用制度構築、
及び中小企業の経営力強化のため
の技術移転からなるプロジェクト
が計画されている。本件について
はローカルコンサルタントが調査
を実施中。

・ジャカルタに事務所を構え、貿易
研修、貿易ミッション派遣、貿易
フェア、図書館運営、翻訳・出版、
事務業務請負い、貿易情報提供、調
査事業などを行っている。ローカ
ルコンサルタントが調査を実施
中。（業務内容はホームページ参
照 ： http://iserve.wtca.org/wtc/
jakarta_contacts.html）

（2）対象セクター
（輸出指向の中小
企業）の現状

（3）インドネシア
政府の戦略
1） 対 象 分 野
（中小企業の輸
出振興）にお
ける政府、そ
の他の団体の
関連事業

a） ADB

b） World
Trade Center
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・RETPC設立候補地の輸出統計資料
はほぼ収集できた。しかし中小企
業に関する統計は存在しない地方
もあり、各輸出産業に占める中小
企業のシェアまでは調査すること
ができなかった。

・本プロジェクトにて設立する
RETPCのターゲット企業について
インドネシア側の考えは以下のと
おり。
（1）伝統的製品の製造分野や裾野
産業にて、今後積極的に輸出を
計画している小企業

（2）上記の分野で、既に輸出を
行っているものの、今後事業の
拡大あるいは改善を計画してい
る小企業

・第1次短期調査時のミニッツには
「Establishment of Regional Export
Training and Promotion Centers」と記
載した。

・各輸出産業のなかで中小企
業が占めるシェアについて
は、ローカルコンサルタン
トによる企業調査結果を参
考にする。

・ターゲット企業はローカル
コンサルタントの調査結果
に基づき検討・協議する。

・インドネシア側からの要請
内容を、第1次短期調査の
結果も踏まえて日本側で検
討した結果を、プロジェク
トのフレームワーク案（添
付参照）としてインドネシ
ア側に提案し、プロジェク
トの基本戦略について協議
する。

・調査団からは「Capacity
Building of Regional Export
Training and Promotion
Centers」（日本名は「IETC地
方展開プロジェクト」とす
る）を提案する。

・各輸出産業の中で中小企業が
占めるシェアに関する統計は
入手できなかった。

・ローカルコンサルタントの調
査によれば、対象とした中小
企業のうち輸出企業の比率は
以下のとおり。ただ、一般的に
中小企業の占める比率は20％
以下といわれており、下記の
比率は高すぎると思われる。
スラバヤ 65％
メダン 75％
マカッサル 65％
バンジャルマシン 25％

・ニーズ調査の結果によれば、
輸出振興サービスに対する
ニーズは高いものの、需給の
ミスマッチが見られる。すな
わち、研修及び情報に対する
ニーズが高い一方、展示と研
修が主に提供されている。政
府のプログラムが不定期に実
施されていることも評価が低
い理由である。

・左記のとおり事前に作成した
プロジェクトのフレームワー
ク案をインドネシア側に説明
した。協議結果は以下各項目
のとおり。

・協議の結果、「Establishment
and Capacity Building of Regional
Export Training and Promotion
Centers」とし、ミニッツに記載
した。

・なお、日本語名についても英
語名に合わせ、今後「地方貿易
研修・振興センタープロジェ
クト」とする。

3. 対象開発課題（中
小企業の輸出振興）
とその現状

（1） 中小企業の輸出
の現状・問題点

4. プロジェクト戦略
（1）プロジェクト
戦略

（2）プロジェクト
名称
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・インドネシア側は5年間の協力を
要請している。

・商工省輸出振興庁（National Agency
for Export Development）及びその傘
下のインドネシア貿易研修セン
ター（ Indonesia Export Training
Center）が直接のC/P機関として想
定されている。地方展開にあたっ
ては、州政府の下にRETPCが設立
される予定。

・インドネシア側は、プロジェクト
実施のためにNAFED（なかでも輸
出情報・研修センター：CEIT）及び
IETC合同で「プロジェクトチーム」
を構成し、ここにNAFED及び
IETCの人員をC/Pとして配置する
計画である。なお、プロジェクト
の実施にあたり、CEITがIETCの建
物内に移転する計画がある。

・NAFEDは1971年に設立された商工
省傘下の組織である。主な機能は
以下のとおり。
（1）国の輸出振興政策立案
（2）市場情報サービスのコーディ
ネート

（3）輸出振興活動のコーディネー
ト

（4）輸出産品開発のコーディネー
ト

（5）海外市場の開拓

・本プロジェクトはフェーズ
1及びフェーズ2での協力を
生かす形で実施することか
ら、日本側としては3年の
協力として考えている旨を
伝え、インドネシア側と協
議する。

・NAFED及びIETCが合同で
構成する「プロジェクト
チーム」を直接のC/P機関
とするものの、州政府の下
に設立されるRETPCのス
タッフも含めて「C/P」と定
義するよう提案する。

・左記CEITの移転計画の詳
細（移転時期、IETCの建物
のどこに移転してくるか）
を確認する。

・NAFED、特にCEITの現状
及び問題点を確認し、本プ
ロジェクトの目標を達成す
るために必要な IETCと
CEITの連携の範囲及び内
容について協議する。

・協議の結果、協力期間は暫定
的に4年とし、ミニッツに記載
した。

・左記のとおり提案し、インド
ネシア側の同意を得た。
RETPCのスタッフも含めてC/P
とする旨、ミニッツに記載し
た。

・事前質問票に対するインドネ
シア側の回答によれば、2002
年3月に移転する計画とのこと
であったが、調査中には時期
についての言及はなかった。

・移転先はIETC 1階の展示室と
なる予定。

・CEIT全体がIETCの建物に移転
すると、NAFEDの他の部署と
の業務連携が困難になるため、
CEITの職員のうちプロジェク
トのC/P数名のみが移転するこ
ととなった。

・インドネシア側によればCEIT
の問題点は以下のとおり。
（1）人材の技能が低い
（2）ネットワークシステムの
容量が小さい

（3）情報サービスの利用率が
低い

（3）協力期間

（4）プロジェクト
実施体制

1） C/P機関の能
力、プロジェ
クトにおける
役割、機関相
互の関係

a） NAFED
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・NAFEDの組織構成は以下のとお
り。
（1）Secretariat（143名）
（2）CEIT（49名）
（3）アメリカ・オーストラリア・
ニュージーランド市場開発セン
ター（42名）

（4）ヨーロッパ市場開発センター
（40名）
（5）アジア市場開発センター（40
名）

（6）中東・アフリカ市場開発セン
ター（45名）

・CEITは以下の機能をもつ。
- 輸出データの加工、分析
- 貿易情報及びデータベースの開
発、管理

- 輸出情報サービス及び広報の実
施

- 貿易研修及び研修手法に関する
方針決定

・NAFEDは現在、情報や企業向けコ
ンサルティングを無料提供してい
るが、将来は有料にて実施する計
画がある。現在NAFEDは自己収入
による予算（DIKS）の編成作業を
行っており、早ければ2002年に同
予算を導入することになる。

・インドネシア側からは、CEIT
にとどまらずNAFED全体に対
する支援が要請された。特に
優先順位が高い分野として、
①商品分析・市場分析、②貿易
振興におけるITの活用、があ
げられた。

・これに対して調査団からは、
プロジェクトの目的はRETPC
が地方の中小企業に対して貿
易研修及び情報・振興サービ
スを提供できるようになるこ
とである旨説明し、NAFEDへ
の協力はプロジェクトの目的
達成のために必要な範囲
（CEITが担当している貿易情報
提供サービス、及び貿易振興
サービスの一部）に限ることと
した。

・貿易情報提供サービスに関し
て、NAFEDからは情報収集、分
析・加工、発信の一連のサイク
ル全般にわたっての支援の要
請がなされた。しかし、既にあ
る程度の貿易関連情報は
NAFEDのCEIT以外の部局（海
外市場開発センター）に蓄積さ
れており、また近年はイン
ターネット上で海外の市場情
報を含む様々な情報が公開さ
れている。このため、プロジェ
クトの活動とは別にNAFED内
で情報共有のためのタスク
フォースを作って情報の死蔵
を防ぐこと、及びインター
ネット上で公開されているも
のも含めた既存の情報を活用
することを提案し、インドネ
シア側の理解を得た。NAFED
は 2002年 早々にもタスク
フォースを組織するとしてい
る。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・IETCは1990年に設立され、貿易研
修の実施、輸出品検査、展示会の
実施、コンサルティング業務など
を行っている。JICAはIETCに対し
てフェーズ1協力（貿易研修、商業
日本語、輸出検査、展示研修）及び
フェーズ2協力（貿易研修の企画・
運営能力強化）を実施してきた。
1998年よりIETCはNAFED傘下の
組織となった。コンサルティング
については、NAFEDが行うコンサ
ルティング業務との競合に対する
配慮から、IETCは研修コースの卒
業生に対してのみ実施することと
なっている。

・IETCは技術サービスユニット
（Technical Service Unit：UPT）であ
り、自己収入を得ることのできる
機関である。

・インドネシアではUPTが支部をも
つことができないため、RETPCを
IETCの下部組織とすることはでき
ない。

・第1次短期調査において訪問した4
地方いずれでも、RETPCは州商工
部（Dinas Indag.）の下のUPTとして
運営される計画であった。

・UPTの認定取得には期間を要する
ため、既存のUPTのなかにRETPC
を設立するという地方（スラバヤ）
と、認定にそれほど期間がかから
ないので、新規にUPTを設立する
という地方（マカッサル、ほか）が
あった。

・IETCがRETPCに対して研
修ノウハウを移転していく
際の、具体的な手順やスケ
ジュールを確認する。

・IETCがこれまでに作成し
たテキストなどの教材とし
てどのようなものがあるの
かを確認する。

・UPTの認定条件とUPTとな
ることのメリットについて
情報を収集する（研修料金
の設定権限、自己収入によ
る予算編成など）。

・左記については具体的には確
認できなかった。IETCから
RETPCに 派 遣 す る マ ネ ー
ジャーの教育は、2001年第4四
半期から開始する計画となっ
ている。

・IETCのインストラクターによ
れば、紙媒体、OHPシート、パ
ワーポイントファイルなどの
形で作成している。

・認定条件などに関する情報は
得られなかった。

・UPTの認定は技術サービスの
提供資格であり、料金徴収が
行える資格はDIKSの取得を
もって行える。

・スラバヤにてRETPCの受け皿
となる州政府の組織は、既に
UPTとDIKSの資格を有してい
ると聴取した。

・研修料金の設定についてIETC
では、政府補助事業の場合財
務省が、自己収入事業（特定企
業との契約により実施する事
業を含む）の場合、IETC自身が
設定している。

b） IETC

c） RETPC
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・運営にあたっては県（Kabupaten）、
商工会議所、現地NGOの協力も得
て運営する計画を示した州もあ
る。また、RETPCの組織は自己収
入の獲得及び将来的な独立運営を
めざすとする州もある。

・州政府を基盤に県自治体、商工会
議所の協力を得て、NAFED/IETC
と地方政府の職員が合同で運営す
るUPTが想定されている。

・当初プロポーザルであげられてい
たRETPC設立候補地は以下の6か
所（番号はインドネシア側の優先
順位）。
1位 スラバヤ（東ジャワ州）
2位 メダン（北スマトラ州）
3位 マカッサル（南スマトラ州）
4位 ジョグジャカルタ（ジョグ

ジャカルタ特別州）
4位 バンジャルマシン（南カリマ

ンタン州）
4位 パダン（西スマトラ州）

・第1次短期調査では6か所の設立候
補地のうち4か所（スラバヤ、メダ
ン、マカッサル、バンジャルマシ
ン）を訪問調査した。ただ、RETPC
設立地について結論を出さず、企
業のニーズ調査の結果も踏まえ
て、第2次調査までに設立地を内定
することとした。インドネシア側
からは、2002年度予算を確保する
都合上、秋までには結論が欲しい
との要望があった。

・RETPCの運営に対して民
間の受益者の意見を反映す
る仕組みとして、民間も含
めた関係者で構成するアド
バイザリーコミッティーを
各地方で設立するなどの方
策を提案する。

・特にマカッサルにおいて
は、既に地元の商工会議所
（KADIN）が中小企業向け
の研修事業や情報提供事業
を本格的に行っていること
から、RETPCとの連携のあ
り方を十分に検討する。

・ローカルコンサルタントに
よるニーズ調査結果を確認
したうえで、本プロジェク
トで協力する地方としては
4か所（スラバヤ、メダン、
マカッサル、バンジャルマ
シン）とする。ただしマ
カ ッ サ ル に つ い て は
KADINとの連携を条件と
する。

・RETPCの設立順序及びス
ケジュール、センターに対
する日本の協力の開始時期
について、日本側からは、
以下のとおり提案する。
1年目： ジャカルタ及び

地方2か所に対す
る協力

2年目： 地方の他の2か所
に対する協力

上記を基に、NAFED/IETC
及び各地方の意向も踏まえ
て協議を行い、地方に対す
る協力のスケジュール
（案）を作成する。
・RETPCのマネジメントは、
4か所一律ではなく地方ご
との特色を生かすよう、提
案する。

・左記のとおり提案し、インド
ネシア側の同意を得、ミニッ
ツに記載した。

・協議の結果マカッサルでの
RETPC設立は2003年となった。
左記地元商工会議所との連携
の具体案は今後の課題である。

・左記のとおり4か所に対して協
力を行うこととし、ミニッツ
に記載した。ただし地方政府
が運営予算を準備できない場
合は日本側は協力しないこと、
及び協力地方を途中で変更し
たり追加したりはしないこと
を確認し、ミニッツに記載し
た。

・RETPCへの協力順序について
は協議の結果、以下のとおり
とした。
1年目： スラバヤ
2年目： メダン、マカッサル
3年目： バンジャルマシン
また地方に対する協力のスケ
ジュール（案）をミニッツに記
載した。

・左記のとおり提案し、インド
ネシア側の合意を得て、ミ
ニッツに記載した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・NAFED/IETCと各RETPCとの関係
はインドネシア側の案では以下の
とおり。

・NAFED長官とRETPCを設立する
州の知事は、センター設立に係る
取り決め内容を記載した覚書
（MOU）に署名する。

・この覚書に基づき、NAFEDから1
名、IETCから2名、計3名のマネー
ジャーがRETPCに派遣される。こ
れらマネージャーの給与や住宅費
はNAFED及びIETCが負担する。
州政府は他のスタッフをRETPCに
配置する。

・上記3名のマネージャーは地方の
スタッフに対して、①貿易研修・振
興の運営管理及び内容に関する知
識の提供、②貿易関連情報の提供、
③研修実施の支援、を行う。

・上記3名のマネージャーの教育は、
RETPC開設前にそれぞれNAFED、
IETCの内部で行う。

・NAFED/IETCで構成するプロジェ
クトチームとRETPCの間のコミュ
ニケーション手段として、インド
ネシア側は以下を提案している。
① RETPCが月1度プロジェクト
チームに対して報告書を提出する。

② 年 1回 各 RETPCの マ ネ ー
ジャーを集めてミーティングを
行う。

③ 上記以外にも必要に応じてマ
ネージャーミーティングを開催
する。

・MOU案を入手し、その内
容についてNAFED/IETC及
び州政府と協議する。
MOU案が準備できていな
い場合あるいは入手できな
い場合には、Tentative Re-
sults of items to be followed-
up by the Indonesian sideに記
載されている、MOUに盛
り込まれる予定の内容につ
いて、現地調査を実施する
東ジャワ州政府にて確認す
る。

・地方スタッフに対する研修
方法として、左記のとおり
地方に派遣されるNAFED/
IETCのマネージャーによ
る指導以外に、日本から短
期専門家が派遣された際に
地方スタッフをジャカルタ
に集めて集合研修を行う形
も提案する。

・プロジェクトチームと
RETPC間が密にコミュニ
ケーションをとるための、
左記以外の方法について協
議する。

・MOU案（英文版）の内容につい
てインドネシア側と協議のう
え、ミニッツに添付した
（Annex 5）。
・しかしミニッツ署名後に訪問
したスラバヤにおいて、イン
ドネシア側が「MOU」と呼んで
いるものに2種類あることが判
明した（①貿易振興分野での
NAFED－州政府間の協力に関
する包括的なもの、及び②
RETPCの設立・運営に関する
詳細なもの）。ミニッツに添付
した「MOU」は後者であるが、
名称が紛らわしいことから、
今後これを「Technical Coopera-
tion Agreement（TCA）」と呼ぶ
こととした。

・上記TCAの内容については、
スラバヤにおいて改めて
NAFED、東ジャワ州商工部、調
査団で協議し、若干修正した。

・TCAへのNAFED長官及び東
ジャワ州知事の署名は2001年
12月中に行われる予定。

・左記を提案し、インドネシア
側の同意を得てミニッツに記
載した。なお、ジャカルタで集
合研修を行う場合の交通費は
地方負担とする旨、TCAに記
載している。

・インドネシア側の説明では、
プロジェクト期間中はNAFED/
IETCから派遣される人材が
RETPCの所長を務めるが、プ
ロジェクト終了後は地方政府
に所長ポストを引き渡す方針
とのことである。

・左記以外に以下の方法をとる
ことを確認し、ミニッツに記
載した。
④ 郵便、FAX、e-mail、NAFED
のウェブサイト上でのグ
ループ討議

⑤ 電　話
⑥ ジャカルタからの定期的
訪問指導（最初の6か月は月
1回、それ以降は2か月に1回
の頻度）

d） 機関相互
の関係
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・NAFED及びIETCの過去数年の予
算推移及び今後の見込みは以下の
とおり。

・NAFEDの1999年から2001年の予算
（歳入）（単位：100万ルピア）

注：2000年は9か月分を計上。
・IETCの1999年から2001年の予算
（歳入）は以下のとおり（単位：100
万ルピア）。

・新プロジェクトのための予算計画
及びNAFEDとIETCの分担につい
ての計画は第1次短期調査では情
報を得られなかった。

・RETPCはどの地域も、基本的には
NAFED/IETCの作成したRETPC運
営経費見積もりに沿って予算計画
を立て、2002年度予算として申請
している。

・ただしメダンは独自の予算案（州
政府予算に加えて県の予算の一部
及び国営企業の収益の5％を小規
模企業の研修受講費の補助金とす
る）を提示した。

・経年変化を確認できる
NAFED及びIETCの直近3
～5年分の予算・決算とそ
の内訳を入手する。また、
2002年度の予算とその内訳
を入手する。

・新プロジェクトのための
NAFED/IETCの予算計画を
確認する。

・各地の予算申請の状況を確
認する。

・RETPCが運営資金を配分
できない場合の対応策を
NAFED/IETCと協議・検討
する。

・NAFED及びIETCの1999年度以
降の予算実績及び2002年度の
予算計画の概要表を入手し、
ミニッツに添付した（Annex
3）。

・2002年度予算は議会で審議中
であり、まだ承認されていな
かったが、2002年度分のプロ
ジェクト予算としてNAFED
（含むIETC）が申請している金
額の内訳を入手し、ミニッツ
に添付した（Annex 11）。

・予算申請から承認までの時期、
流れを聴取し、ミニッツに添
付した（Annex 12）。

・地方で2002年度の予算を申請
しているのはスラバヤ（東ジャ
ワ州）のみであった。東ジャワ
州商工部は、RETPC立ち上げ
費用及び2002年9月～12月の運
営予算として、約10億ルピア
を申請しており、州議会で審
議中とのことであった。東
ジャワ州のプロジェクト予算
計画の内訳も入手した。

・RETPCが運営資金を用意でき
ない場合は、その地方に対す
る協力は行わないことを確認
した。

2） 予算措置

1999 2000 2001
通常予算 N.A. N.A. N.A.
プロジェクト予算 15,824 17,125 23,522
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・インドネシア側は、本プロジェク
トに対して、NAFEDとIETCから
それぞれ25名（うちアドミ3名）、22
名（うちアドミ2名）ずつ、計47名の
C/Pを配置するとしている。IETC
のC/Pの役割は不明確である。

・IETCは自己収入の一部を貢献した
職員に分配するシステムを備えて
いるが、NAFEDは現在自己収入を
得ることができない（現在承認申
請中）。プロジェクトの実施にあた
り、NAFEDとIETCの職員の待遇
を同等のものとするため、NAFED
は職員に追加給与を支払いNAFED
とIETCの職員の給与水準の同一化
を図るとしている。

・RETPCのスタッフについては、基
本的にNAFED/IETCの作成した人
員構成案（第1次短期調査時のミ
ニッツAnnex 7）に沿うことで各地
方とも異論はなかった。地方ス
タッフの要件については、さらに
詳細情報が必要とのコメントが出
た地域もあった。

・各地方政府あるいは商工会議所に
よって、貿易研修などの事業が行
われている地方もある模様であ
る。

・地方により異なるが、県政府、国
営企業、他州政府、商工会議所な
どの組織との連携が図られてい
る。

・NAFEDのC/P25名の妥当性
の検討と、IETCのC/Pの役
割の明確化を行う。

・スラバヤにてセンターのス
タッフ構成案を聴取する。

・インドネシア側は、日本の
協力の直接のC/Pはプロ
ジェクトチームに配置され
るNAFED/IETCのスタッフ
であり、RETPCのスタッフ
はNAFED/IETCのスタッフ
から指導を受けるとしてい
る。しかし、C/Pの定義を
RETPCのスタッフにまで
広げ、日本人専門家から新
たに移転される技術内容に
ついては、NAFED/IETCの
スタッフとともに地方ス
タッフも同時に指導を受け
ることを可能とするよう提
案する。

・ジャカルタ及び各地方にお
いて、合同調整委員会やア
ドバイザリーコミッティー
などを組織し、民間（商工
会議所、各種組合、中小企
業の代表者など）の要望を
プロジェクト運営に生かす
ことをインドネシア側に提
案する。

・協議の結果、NAFEDのC/Pは8
名（情報担当2名、貿易振興担
当3名、IT担当3名）とし、暫定
版のC/Pリストを作成した
（Annex 10）。ただしNAFED側
はC/Pの構成について再検討す
るとしている。

・IETCのC/Pは22名で、研修管理
（RETPCへの指導を含む）担当6
名、遠隔研修用コンテンツ担
当6名、遠隔研修技術担当7名、
アドミ3名の計画である。

・東ジャワ州商工部は、NAFED/
IETCからRETPCのスタッフに
対する要件が連絡され次第、
人選するとしている。これを
受けてNAFEDにてスタッフに
対する要件を作成し、追って
連絡することとなった。

・左記のとおり提案し、インド
ネシア側の同意を得た。

・左記のとおり提案し、インド
ネシア側の同意を得た。

3） C/P

（5）協力体制
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・インドネシア側と協議のう
え、プロジェクトのマス
タープラン（上位目標、プ
ロジェクト目標、成果、活
動）の暫定案を協議のうえ
（特にプロジェクト目標）、
結果をミニッツに記載す
る。

・日本側のマスタープラン案
として、以下を提案する。

上位目標
地方貿易研修・振興セン
ター（RETPC）を設立し
た地方における中小企業
の輸出を振興する。

プロジェクト目標
RETPCが各地方の中小
企業に対して貿易研修及
び貿易振興サービス（貿
易情報提供、貿易振興
サービス）を提供する。

・協議の結果、ミニッツには以
下のとおり記載した。

上位目標
地方貿易研修・振興セン
ター（RETPC）を設立した地
方における中小企業の輸出
を振興する。

プロジェクト目標
（スラバヤ、メダン、マカッ
サル、バンジャルマシンの）
RETPCが各地方の中小企業
に対して貿易研修、貿易情
報、及び貿易振興サービス
を提供する。
（ただしミニッツ署名後の協
議で、RETPCの前に「モデ
ル」という語を追加すること
となった）

5. プロジェクトの基
本計画（案）

（1）上位目標

（2）プロジェクト
目標
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

成　果
（1）N A F E D / I E T C と
RETPCが連携して貿易
研修、貿易情報提供、及
び貿易振興サービスを各
地方において実施するた
めの体制が確立される。

（2）RETPCのC/Pが貿易研
修の運営管理を行うこと
ができるよう、訓練され
る。

（3）NAFED/IETC及 び
RETPCのC/Pが貿易研修
及び貿易情報提供のため
の情報技術（IT）の活用
技法を習得する。

（4）RETPCのC/Pが貿易情
報提供及び貿易振興サー
ビスの運営管理を行うこ
とができるよう、訓練す
る。

（5）IETCが地方展開のノ
ウハウを身につける。

成　果
（1）RETPCが「プロジェクト
チーム」と連携して貿易研
修、情報、振興サービスを各
地方において実施するため
の体制が確立される。

（2）RETPCのC/Pが貿易研修の
運営管理手法を習得する。

（3）RETPCと「プロジェクト
チーム」のC/Pが、遠隔研修
技術を含めた貿易研修のた
めのIT活用技術を習得する。

（4）RETPCと「プロジェクト
チーム」のC/Pが、貿易情報、
振興サービスのためのIT活
用技術を習得する。

（5）RETPCのC/Pが貿易情報、
振興サービス（常設展示、図
書館運営、オフライン情報
の発信）の運営管理手法を習
得する。

（6）「プロジェクトチーム」の
C/PがRETPCを他の地方にも
設立・運営していくための
ノウハウを身につける。

（ただしミニッツ署名後の協議
で、次のとおり若干変更する
こととした）
①　成果5の主語に「プロジェ
クトチームのC/P」も加える。

②　成果4及び5の順番を入れ
替える。

（3）成　果
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・活動についてはPDM（ミニッ
ツAnnex 7）参照。

（4）活　動 ・インドネシア側がRETPCの活動内
容として、以下を想定している。
（活動内容）
（1）研　修
・通常の研修と遠隔研修の2種
類を行う。
（研修内容：輸出貿易、貿易展
示、品質管理、ビジネスコミュ
ニケーション、IT利用に関す
る貿易研修、輸出手続き、輸
出／輸入管理、輸出支払い、貿
易契約、貿易関連法令、知的
所有権、環境（ISO 14000、エ
コラベル）、商品デザイン、ビ
ジネス関連法令、商品開発、商
社の設立、等）

・IETCのC/Pがフェーズ2協力の
成果を基に、研修立案・実施・
評価に係る技術を各RETPCの
スタッフに指導する。

・RETPCに対して、IETCが研修
シラバス、教材、運営管理ツー
ル（マニュアルやPERTチャー
ト）を提供し、RETPCのス
タッフを研修コースプラン
ナー及びインストラクターと
して育成する。インストラク
ターは、RETPC内のスタッフ
だけでなく、外部からも招く。

・遠隔研修についてインドネシ
ア側からは、研修講師の旅費
節約の効果があるとして、遠
隔研修（テレビ会議システム
及びウェブベースドトレーニ
ング（WBT））の必要性が述べ
られている。

活　動
1-1 NAFED/IETCが合同
でプロジェクトチー
ムを設立し、C/Pと予
算を配置する。
1-2 スラバヤ、メダン、
マカッサル、バンジャ
ルマシンにRETPCが
設立される。
1-3 RETPCが事業計画
を立て、予算及び人員
を配置する。
1-4 プロジェクトチー
ム と RETPC間 の コ
ミュニケーション
チャンネルを確立す
る。
2-1 RETPCのスタッフ
に対し貿易研修の計
画・立案・実施に係る
ノウハウを移転する。
2-2 各地方で貿易研修
に対するニーズ調査
を行う。
2-3 RETPCのC/Pがニー
ズ調査の結果に基づ
いて貿易研修コース
を計画し、実施するこ
とができるよう訓練
する。
2-4 RETPCにおいて研
修カリキュラム、シラ
バス、教材を地方の
ニーズに合うように
修正する。
2-5 プロジェクトチー
ムから派遣されるマ
ネージャーの指導の
下で、RETPCのC/Pが
研修コースを実施す
ることができるよう、
訓練する。
3-1 ITを活用した研修
及び貿易情報提供に
必要な機材を据え付
ける。
3-2 プロジェクトチー
ム 及 び RETPCの ス
タッフが機材の使用
方法及び維持管理方
法を習得する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・活動についてはPDM（ミニッ
ツAnnex 7）参照。

（2）貿易情報
・RETPCにおいては、ビジネス
コンサルテーション、貿易情
報の作成及び発信、図書館運
営を行いたいとしている。

（3）貿易振興
・RETPCにおいては、商品開発
（デザイン、原材料、包装、ラ
ベリング）、ミニリソースセン
ターの運営、小展示室の運営、
トレードフェア・見本市のア
レンジ、ビジネスコンサル
テーション、出版、ビジネス
文書、ビジネス倫理などに関
するサービスを行いたいとし
ている。

・地方で上記 2）及び 3）のような
サービスを行っていくために、
NAFED（CEIT）の以下について日
本の協力を得たいという要請がな
されている。
①　マーケットへのアクセス支援
（貿易照会、情報提供－貿易障
壁、海外市場、仕向国、貿易規
制等の情報）

②　出版（ニュースレター等）
③　輸出者／輸入者支援（輸出者、
輸入者のディレクトリー配布）

④　統計データ（国内外の輸出入
統計、貿易収支、等）

⑤　輸出支援ガイド
⑥　プロモーション（展示手法、国
内外の展示会）

3-3 プロジェクトチー
ムのC/PがITを活用し
た研修及び貿易情報
提供の実施計画を策
定する。

3-4 プロジェクトチー
ム 及 び RETPCの ス
タッフが、遠隔研修の
コンテンツを作成す
るための基礎技術を
習得する。

3-5 プロジェクトチー
ム 及 び RETPCの ス
タッフがITを利用した
研修及び貿易情報提
供をOJTとして実施す
る。

4-1 貿易情報提供及び
貿易振興サービスを
行うために必要な機
材・備品を据え付け
る。

4-2 プロジェクトチー
ム及びRETPCのC/Pが
機材の使用方法及び
維持管理方法を習得
する。

4-3 プロジェクトチー
ム及びRETPCのC/Pに
対し、日本人専門家が
貿易情報提供業務及
び貿易振興業務全体
に関する助言を行う。

4-4 プロジェクトチー
ム及びRETPCのC/Pが
貿易情報及び貿易振
興サービスに対する
中小企業のニーズを
調査することができ
るよう、訓練する。

4-5 プロジェクトチー
ム及びRETPCのC/Pが
ニーズに沿った貿易
情報及び貿易振興
サービスを中小企業
に対して提供できる
よう、訓練する。

4-6 シニアボランティ
アがRETPC周辺の中
小企業に対してコン
サルテーションサー
ビスを行う。

5-1 各RETPC設立手順
を記録する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・活動についてはPDM（ミニッ
ツAnnex 7）参照。

・調査団より、長期専門家とし
ては2名（チーフ・アドバイ
ザー及び業務調整員）の派遣を
考えている旨伝えたところ、
インドネシア側からは加えて
ITの長期専門家の必要性が述
べられた。調査団からは、一般
にIT分野での長期専門家のリ
クルートは困難であることを
伝えたうえで、必要に応じて
他分野でもう1名の長期専門家
の派遣を検討することとした。

・長期専門家のTOR案は今回作
成できなかった。

・短期専門家の派遣分野につい
ては、協議の結果、以下のとお
りとし、ミニッツに記載した。
①　ホームページ拡充指導
②　データベース拡充指導
③　地方でのセミナー
④　図書館運営管理
⑤　カタログ作成
⑥　展示技術
⑦　貿易振興のための出版物
作成

⑧　その他

5-2 上記手順を一般的
なものと固有なもの
に区分する。
5-3 プロジェクトチー
ムのC/PがRETPC設立
地の経済・制度状況の
調査を実施できるよ
う訓練される。
5-4 プロジェクトチー
ムのC/PがRETPC設立
の計画を立案できる
よう訓練される。

・専門家に期待されている技
術内容を明確にする。

・日本側としては、長期専門
家はジャカルタに2名程度
（チーフ・アドバイザー及
び業務調整員）を配置し、
遠隔研修技術、貿易情報、
貿易振興などに関する技術
移転及び情報提供のため
に、適宜短期専門家を派遣
することでの対応を考えて
いる旨インドネシア側に伝
え、協議の結果をミニッツ
に記載する。

・インドネシア側と協議のう
え、長期専門家のTOR案を
作成する。

・短期専門家の派遣分野につ
いて、日本側からは以下の
とおり提案する。
①　貿易情報・貿易振興の
なかの個別分野に関する
情報提供

②　IETCに対する遠隔教
育技術の移転（コンテン
ツ制作を含む）

③　貿易に関するホットイ
シューをテーマとしたセ
ミナーの講師

・上記③の短期専門家につい
ては、必要に応じてジャカ
ルタだけでなく地方にも派
遣することとする。

・プロポーザル並びにその後の追加
提出資料に記載されているインド
ネシア側の要望は以下のとおり。
（専門家）
（1）長期専門家（5名）
①　チーフ・アドバイザー
②　業務調整員
③　遠隔教育
④　貿易情報（情報収集、分析、
加工、発信など）

⑤　貿易振興（コンサルテー
ションなど）

（2）短期専門家：毎年10人
分野はプロジェクト・チーム

とRETPCのニーズによる。プロ
ポーザルには以下を列挙。
①　IT（IT／ネットワーク管理）
②　商品（農産物、海産物、衣類、
手工芸品、食品加工）

③　非商品（家具などの商品デ
ザイン、包装、製造技術）

④　プロモーション（出版物、貿
易プロモーション戦略、情報
普及、ホームページ設計、貿
易フェア管理、輸出図書館、地
方での研修講師）

（5）投　入
1） 日本側投入
a） 専門家
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

b） 研修員受
入れ

（3）シニアボランティア
分野は地方のニーズによる。

プロポーザルには以下を列挙。
①　プロモーション
②　小規模展示
③　商業日本語

（C/P研修）

・インドネシア側が要望して
いるコンサルテーションに
ついては、シニアボラン
ティアにより対応すること
を提案する。

・シニアボランティアに対す
る各地方の派遣要望分野を
聴取する。

・RETPCのスタッフの育成
は基本的にインドネシア国
内で、ジャカルタで集合研
修または遠隔研修により行
う方針とする。

・本邦研修は必要性を十分検
討し、フェーズ1、フェーズ
2で扱わなかった新規技術
のうち、本邦でなければ研
修できない内容に限って実
施する。RETPCからも優秀
なスタッフについては、必
要に応じて本邦研修に受け
入れることとする。

・シニアボランティアは本プロ
ジェクトとは別の案件として
取り扱うことを説明したうえ
で、各地方から要望があれば
派遣することは可能である旨
をインドネシア側に伝えた。

・左記の方針を伝え、インドネ
シア側の理解を得た。

・左記の方針を伝え、インドネ
シア側の理解を得た。

・受入人数について、インドネ
シア側からは年5名程度の要望
が述べられたが、左記の方針
とともに予算の制約があるこ
とを説明し、原則年0～3名程
度を受け入れることとし、ミ
ニッツにこの旨記載した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

c） 機材供与 （機材供与）
（1）各地方（カッコ内は要望台数）
- コンピューター（サーバー
（1）、ワークステーション
（24））
- ネットワーク機器（ルーター、
スイッチング、ハブ、UPS）

- プリンター（7）
- 研修用機材（OHP（4）、ホワイ
トボード（4）、プロジェクター
（2）、スライドプロジェクター
（2）、コピー機（1）、スキャナー
（1））
- テレビ会議システム
- ISDN回線
- AV機器（オーディオミキサー
（1）、アンプ（1）、スピーカー
（4）、マイク（5）、マイクスタ
ンド（4）、ビデオカメラ（2）、ビ
デオスイッチャー（1）、ビデオ
モニター（4）、ライト（2）、ド
キュメントカメラ（1）、LCDプ
ロジェクター（2）、ビデオデッ
キ（2））

（2）NAFED/IETC
1） NAFED
- サーバー（2）、ワークステー
ション（10）、プリンター
（6）、スキャナー（1）、ネッ
トワーク機器

2） IETC
- テレビ会議システム
- AV機器（同上）
- ISDN回線

・ISDN回線に関する情報は以下のと
おり。
ISDNインフラはスラバヤ、メダ

ン、マカッサルにて利用可能であ
る。バンジャルマシンについては
まだ整備されていないが、必要に
応じて据え付けは可能である。
ISDNの据え付け費、基本料金、単
位当たり料金を入手。インター
ネット・サービス・プロバイダー
のアドレスを入手。

・機材については、遠隔教育
の実施方法に基づいて、構
成及び台数について協議す
る。

・遠隔研修については、様々
な方法が考えられるが、イ
ンドネシアにおいて技術
面・財政面から考えて最適
の方法についてインドネシ
ア側と協議する。

・J-netで整備する機材及び回
線を極力活用する。

・1か所目のサイト（スラバ
ヤ）における機材のレイア
ウト案を作成する。

・遠隔研修を行うのに必要な
回線数を検討し、その利用
料金を調査する。

・遠隔研修の方法として、第1次
短期調査時にはインドネシア
側はテレビ会議システム及び
ウェブ・ベースド・トレーニン
グ（WBT）を要望していた。し
かしWBTは通信インフラの整
備状況が十分でないことから、
今回取り下げられた。

・テレビ会議システムに対して
はインドネシア側の要望が非
常に強く、集合研修とテレビ
会議システムによる遠隔研修
の実施コスト比較（Annex 8-
1）、機材を購入した場合とレ
ンタルした場合のコスト比較
（Annex 8-2）、遠隔研修実施計
画（Annex 8-3）が提示されて必
要性が強調された。しかし
ISDN回線によるデータ通信費
が高額であり、継続的な実施
が危惧されたため、協力初年
は機材のレンタルによりジャ
カルタ－スラバヤ間で2回試行
し、購入するかどうかはその
結果を見て改めて議論するこ
ととし、ミニッツに記載した。
なお、テレビ会議システム機
材のレンタル費用は日本側が、
通信費はインドネシア側が負
担することとした。

・上記の議論を踏まえ、また
IETCにはJ-netの機材が据え付
けられることも考慮したうえ
で、本プロジェクトでの供与
機材リスト（暫定案）を作成し、
ミニッツに添付した（Annex 9-
1、9-2）。

・おおまかなレイアウト案を作
成した。

・IETCは現在ISDNを1回線使用
しており、J-netでは512kbpsの
専用線が入る予定である。

・スラバヤ（東ジャワ州）の
RETPCはISDN3回線を設置す
るとしている。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

2） インドネシ
ア側投入

a） 要員配置

・日本からの供与機材の所有権はプ
ロジェクト・チームに帰属させる
との案が示されている。

・プロポーザル並びにその後の追加
提出資料に記載されているインド
ネシア側の案は以下のとおり。

・NAFED/IETCにプロジェクト・
チームを組織。C/PとしてNAFED
は25名、IETCは22名を配置する。

・各RETPCにはNAFEDから 1名、
IETCから2名、計3名のマネー
ジャーを派遣。地方政府から副所
長を含む管理者・スタッフが派遣
される。

・上記4（4）3）のとおり検討
したうえで、プロジェクト
チームに配置されるC/Pの
暫定リストを入手する。

・日本からの供与機材は、協力
期間中はプロジェクトチーム
所有とし、協力終了時に地方
政府へ所有権を移したいとい
うインドネシア側の意向であ
る。調査団からは、所有権を移
す場合には事前にJICAインド
ネシア事務所長宛に書面で連
絡するように申し入れ、ミ
ニッツにも記載した。

・インドネシア側の要員配置計
画は以下のとおりであること
を確認し、ミニッツに記載し
た（上記4（4）3）参照）。

・プロジェクトディレクター：
NAFED長官

・副プロジェクトディレクター：
NAFED次官

・プロジェクトマネージャー：
CEIT局長

・副プロジェクトマネージャー：
IETC所長

・C/P：NAFEDより8名、IETCよ
り19名

・事務スタッフ：IETCより3名
・スラバヤ（東ジャワ州）の
RETPCに配置されるC/Pは今次
調査時点では未定であった。

・スラバヤとメダンのRETPC所
長候補者は内定している（両者
ともIETC所属）。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

b） プロジェ
クト予算

・NAFED/IETCはRETPCの建物の修
繕費及びRETPCへの派遣職員の費
用（給与・旅費・住居費を含む）を
負担。

・地方政府はRETPCの運営費用を負
担する（建物、研修・貿易振興関連
施設の維持管理費を含む）。

・予算申請と予算配分のタイ
ミングについて確認する。

・中央政府、地方政府とも、秋
（10～11月）に予算要求し、議
会の承認（12月）を経て、3～4
月ごろに予算配布されるとの
ことであった。

・今次調査時点では2002年度予
算はまだ承認されていなかっ
たが、NAFED/IETC及び東ジャ
ワ州政府が要求している2002
年度のプロジェクト予算の概
要はそれぞれ、以下のとおり。
NAFED/IETC（Annex 11）
：合計12億5,000万ルピア
（1）スラバヤRETPC用予算

（10億2,468万ルピア）
- スラバヤへ派遣する人
員の給与：4,000万ルピ
ア

- スラバヤRETPCの事務
消耗品：3,000万ルピア

- 交通費：2,980万ルピア
- スラバヤRETPC改修費：
4億ルピア

- その他（職員研修、物品
運搬、会議費ほか）：2億
1,984万ルピア

- 機材維持費（通信費、高
熱費を含む）：3億500万
ルピア

（2）プロジェクトチーム用
予算（2億2,532万ルピ
ア）

- C/Pの給与：3,570万ルピ
ア

- 交通費：1億5,200万ルピ
ア

- その他（会議費、広報費
ほか）：3,760万ルピア

東ジャワ州
：合計9億7,092万ルピア
- 家具、備品：4億5,625万ル
ピア
- 事務・研修器具（電話、
FAX、ISDN回線、空調機、
スピーカ、OHP、スクリー
ンほか）：1億5,970万ルピ
ア
- 研修経費：8,997万ルピア
- RETPC運営費：1億6,000
万ルピア
- C/P給与：9,900万ルピア
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

c） 土地、建
物、施設

（6）外部条件の分
析と外部要件の
リスク

（7）事前の義務及
び必要条件

6. 計画管理諸表
（1）プロジェクト・
デザイン・マト
リックス（PDM）

（2）活動計画（PO）

（3）暫定実施計画
（TSI）

（4）技術協力計画
（TCP）

7. プロジェクトの総
合的実施妥当性

・地方政府が土地及び建物（事務所
施設を含む）、事務機器、事務用品
に関する費用を負担する。

・NAFEDは各州の建物で改修が必要
とされる場合、州政府とのMOU締
結準備に並行し、当該改修費につ
いて商工省に、NAFEDのC/P予算
として申請するとしている。初年
度に設立するセンターの改修に対
しては4億ルピアが計上される予
定である。次年度以降は、改修の
必要性次第で判断される。

・2か所目以降のセンター改
修費についても、中央政府
が負担できることを確認す
る。

・外部条件となり得る事項を
検討し、インドネシア側と
協議のうえ、プロジェク
ト・デザイン・マトリック
ス（PDM）案に記載する。

・プロジェクトの前提条件を
検討し、インドネシア側と
協議のうえ、プロジェク
ト・デザイン・マトリック
ス（PDM）案に記載する。

・上記5、プロジェクトの基
本計画（案）を基にインド
ネシア側と協議のうえ
PDM案を作成する。

・上記活動（案）を基にPO案
を作成する。

・上記投入（案）を基にTSI案
を作成する。

・上記によりマスタープラン
案を協議したうえで、プロ
ジェクトにおける技術移転
分野について協議し、技術
移転のスケジュール（案）
をTCP案として作成する。

・評価5項目の観点からプロ
ジェクトの事前評価を行う
ために必要な情報を収集す
る。

・2か所目以降のRETPCの改修費
は2003年度予算及び2004年度
予算でNAFEDが予算申請する
予定である。

・外部条件についてインドネシ
ア側と協議し、PDMに記載し
た（PDM：Annex 7参照）。

・プロジェクトの前提条件とし
ては「NAFED及び各州政府と
の間でMOU（TCAと改称）に署
名がなされる」とし、PDMに記
載した。

・インドネシア側と協議のうえ、
PDM案を作成し、ミニッツに
添付した（Annex 7）。

・インドネシア側と協議のうえ、
PO案を作成し、ミニッツに添
付した（Annex 13）。

・インドネシア側と協議のうえ、
TSI案を作成し、ミニッツに添
付した（Annex 14）。

・今次調査ではTCP案は作成で
きなかった。

・調査・協議結果を基に事前評
価表（暫定版）を作成した。
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8. プロジェクト開始
までのスケジュー
ル

・2002年1月　第3次短期調査
（今回訪問調査するスラバ
ヤ以外の3か所（メダン、マ
カッサル、バンジャルマシ
ン）を訪問し、機材レイア
ウト案を作成するとともに
MOU案の内容を確認する
ことを目的とする）

・2002年3月　実施協議調査
R/D署名

・2002年4～7月ごろ　協力開
始
専門家のリクルート状況な
どにより追って調整する。

・メダン、マカッサルのRETPC
設立は2003年度、バンジャル
マシンのRETPC設立は2004年
度となったことから、左記第3
次短期調査団は派遣しないこ
ととする。ただしメダン及び
マカッサルの調査・協議のた
め、2002年8～9月ごろに運営
指導調査を行う。

・2002年1月下旬～2月上旬に実
施協議調査団を派遣する（J-net
プロジェクトの実施協議調査
団と時期を合わせて派遣す
る）。

・今次調査でインドネシア側に
は2002年6～7月ごろ協力開始
との方針を伝えた。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果
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2－ 6　調査団長所感

2－ 6　調査団長所感

2－ 6－ 1　技術移転の範囲

（1）研修事業

現在 IETCで行われている研修事業を地方に拡充伝播すると同時に、研修教材を電子化し

てマルチメディア教材を作成する。研修教材の電子化は、IETC本体の研修事業にも一層の

質の向上をもたらすものと確信している。

（2）情報サービス事業

地方センター（RETPC）の情報化はまず、利用が多いと思われるリソースセンターすなわ

ち図書館の充実から入るべきだろう。NAFEDは、この際自分のところへも協力してほしい

旨表明しているが、それは副次的効果として還元できると思う。一方、NAFEDのホームペー

ジ上の情報の拡充と研修事業との連携を図る。情報の拡充といっても、自ら調査して作り

上げるのではなく、外部データベースにある既存のものを有効利用するものとする。そう

いうことを判断できる人材を育成することを優先する。NAFED内部の情報に手を付ける

と、内部の情報の管理体制など、内部の組織体制の矛盾を一手に被ってしまうおそれがあ

ろう。

（3）貿易促進事業

この事業は幅の広い事業であるが、地方センターでは、展示やパンフレットの作成法、イ

ンターネットのホームページの作成法などを研修事業と連携して行う。

（4）実施上の注意事項

1） 地域の多様性の認識

地方では、一番先進のスラバヤと遅れているバンジャルマシンと格差があるが、地方

によって、輸出産業構造が異なる。当然、通信インフラをはじめ、インフラの開発度合

も相違が出てくる。根源的なところで民度や意識の違いや民族的にも違いが出てくる。

また、商工会議所（KADIN）はじめ Stakeholderの協力度の温度差もあるだろう。こういう

ことを始めから認識しておくことが必要である。

2） 地元のリソースの活用

既に IETCには、13年もの協力がなされているので、その成果を地方に伝えるという意

味で、C/Pの力を効果的に活用すること。民間機関でも ITも含めて地元業者やKADINな

ど地元のリソースはかなり存在しており、それを活用しない手はない。

3） 他のプログラムとの連携

J-Net事業も本格的に 2002年 3月から稼働する予定であり、既に IETC内に設置空間も

用意されている。

シニア海外ボランティアとの連携も事務所主導で行われる予定である。
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中小企業振興プロジェクトとして、立ち上がりの早い非金融部門での連携も期待され

る。

4） インドネシア側のオーナーシップ

人的面では、さきに述べたようにC/Pを積極的に活用し、自分たちのプロジェクトで

あるという認識の醸成がまず必要である。財政的にも経常経費は、地方政府やNAFED双

方から出すことになっている。インドネシア側のオーナーシップは、まずNAFED/IETC

の managementが十分にその重要性を認識し、そのための改革を始めることが重要であ

る。まず、適正な財政基盤（IETCには既にあるが）や人材の養成と技術の継承、保存を組

織として実行することが大切である。
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